
様式第1号（第５条関係）

与那原町教育委員会教育長　殿

4 7 8 0 0 0 4 7 8 6

要

令和６年度　　就学援助申請書(兼同意書・委任状)
申請日　R５年12月 10日

（
保
護
者

）

申
請
者

ふりがな よなばるちょう　きょういくいいんかい
電話
番号

098-945-2361※
太
枠
内
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

氏　　名 与那原町　　教育委員会　　　　印

住　　所 与那原町字上与那原１６番地

支
援
対
象
児
童
生
徒

家族氏名
申請者との

続柄
年　　齢

生年月日
学校名

〃　　　　中学校 子
　　（　  14　　）歳

与那原中学校１年 同居　　・　　別居
　　年　　　　月　　　　日

与那原 学校 年

　　（　　　　　　）歳 与那原 学校 年 同居　　・　　別居

※　留意事項（必ずお読みください）
　この申請書を提出すると、上記年度の就学援助費の支給を申請することになり、次の各号に掲げる事項に同意したものとみなさ
れます。
(1)教育委員会がその審査において世帯全員に係る住民基本台帳、課税状況及び生活保護の受給状況その他の個人情報を利用
すること。
(2)教育委員会学校教育課長を代理人と定め、就学援助費の請求、受領、支払、返納に関する一切の行為のほか、学校給食費及
び在籍する学校に対して支払うべき金員に滞納が生じた場合の、就学援助費の受領及び当該金員への充当に関することについ
て、委任すること。
(3)受給資格が認定されたときは、就学援助費を本申請書に記載された口座への振込にて支給すること。但し、学校給食費及び修
学旅行費につきましては、代理納付（本人に代わって、町が債権者に直接支払う）で支給すること。
(4)申請者及び通知の送付先について、教育委員会が必要と認めたとき、申請者と生計を同じくする他の保護者に変更すること。
(5)世帯の状況に変更が生じたときは、すみやかに世帯状況変更届を教育長に提出すること。

同居　　・　　別居
　　年　　　　月　　　　日

同居　　・　　別居
昭和60年7月9日

〃　　　学校教育 配偶者
　　（　  36　　）歳

同居　　・　　別居

与那原町　小学校 子
　　（　 　10　　）歳

与那原小学校５年 同居　　・　　別居
平成25年4月10日

　　（　　　　　　）歳

与那原町　教育委員会 本人
　　（　  38　　）歳

会社員

同居　　・　　別居
　　年　　　　月　　　　日

会社員 同居　　・　　別居
昭和62年2月13日

職業又は学校名 同居　　・　　別居

平成29年6月15日

　　（　　　　　　）歳 与那原 学校 年 同居　　・　　別居
　　年　　　　月　　　　日

居住の形態 １．持ち家　　２．借家・賃貸　家賃の月額（　６０，０００　円）※共益費・駐車代を除く。

振
込
口
座

金融機関名 支店名 預金種別 名義人氏名

与那原銀行 与那原支店 普通預金 与那原町　教育委員会

　　（　　　　　　）歳

上
記
児
童
生
徒
以
外
の
世
帯
員

家族氏名
申請者との

続柄
年　　齢

生年月日

　　年　　　　月　　　　日
　　（　　　　　　）歳 与那原 学校 年 同居　　・　　別居

　　年　　　　月　　　　日

　　（　　　　　　）歳
同居　　・　　別居

　　年　　　　月　　　　日

〃　　　幼稚園子　　 子
　　（　  6　　）歳

与那原幼稚園 同居　　・　　別居

　　（　　　　　　）歳
同居　　・　　別居

　　年　　　　月　　　　日

※振込口座は、普通預金
口座を記入してください。

支店番号 口座番号 カナ氏名

ﾖﾅﾊﾞﾙﾁｮｳ　ｷｮｳｲｸｲｲﾝｶｲ

※同じ住所で生活している方は、住民票上、世帯を分けている場合も記入すること。
　（台所、風呂等が一緒であれば同一生計にあるとみなします。）
※出稼ぎ・単身赴任等で、住所が違う保護者についても記入すること。

受
付
印

【 認 ・否 】

認
定
要
件

 １．教育扶助開始

認定月

準

 １．教育扶助停止又は廃止
 ２．住民税が非課税
 ３．収入が生活保護基準未満
 ４．収入が生活保護基準×1.2未満
 ５．その他月

小中学生の世帯員を記入す

る。

※令和６年度の学年を記入

すること。

支援対象児童生徒以外の

世帯員を記入する。

≪記入例≫

課長 補佐 係

決
裁

申請者と同一名義の普通

預金口座を記入する。


